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化石油ガス（LPG），低引火点ディーゼル油，水素等の燃料

を使用する船舶の安全基準の検討を開始することに合意し

た．さらに 2022 年 4 月の第 105 回海上安全委員会（Maritime 
Safe Committee: MSC）において，日本がアンモニア燃料船の

安全ガイドラインの策定する議題を提案し，CCC の審議計画

に含めることが合意され，検討が開始された．2022 年 9 月の

CCC 8 では，日本が提案したガイドラインの骨子案に関して

審議が行われ，CG において詳細な検討の継続に合意した． 
環境・動力系は，次世代舶用燃料であるアンモニアの船舶に

おける利用技術に関して研究開発を実施してきており，IMO
におけるアンモニア燃料船の安全ガイドラインを策定する

新規議題の提案に関して，アンモニア燃料船の危険性を同定

する HAZID を実施した 1)．これらの結果を取り纏め，IMO へ

の提案文書の原案を作成し，MSC 105 での審議に貢献すると

共に，同議題の CG コーディネーターとして CG レポートを

取り纏め，それを元に IMO への提案文書の原案を作成し，

CCC 8 における審議に貢献した．さらに，2022 年 10 月，CG
の検討状況及び CCC 8 の審議結果に関し，国際連携センター

主催のアンモニア燃料船の国際ワークショップを開催した． 
 

3．ISO での規格開発への取り組み 
3．1 ISO 21716：船底防汚塗料の性能評価試験法に係る国際

規格開発 
 船体付着生物管理ガイドラインでは，船底防汚塗料は主要

な防汚技術の一つであり，適切な船底防汚塗料の選択及び導

入は，船体の有効な防汚対策となる．防汚効果の高い船底防

汚塗料を選択するには，その性能を評価する試験が必要とな

る．これまで，塗料メーカーの独自の試験や，浸漬試験等が

実施されているが，規格化された試験法ではない．また実海

域浸漬試験では，浸漬サイトの地理的および海域的要因，更

に生物の季節的要因が，試験体の汚損へ影響を及ぼす．そこ

で，汚損への影響因子を受けず，試験条件を制御下で安定的

にかつ，試験実施に負担のかからない試験法の開発を目的と

し，ISO 規格開発に取り組んでいる．環境・動力系は WG 5
において，プロジェクトリーダー（PL）を務め，供試生物と

してイガイ 2)及びフジツボ 3)を用いた生物試験法開発の成果

より，我が国主導で ISO 21716 シリーズとして規格化した 4）．  
 
3．2 ISO 23668：排ガス洗浄装置に係る国際規格開発 

2.2 のように，EGCS ガイドラインにおいては排ガスおよび

排水の連続モニタリングが求められている．排水では pH，濁

度（金属等の浮遊物質），PAHs（油分）が対象であり，連続

モニタリングを行うことで，排水による海洋環境への負荷を

最小限にするよう規制値が定められている．すなわち，モニ

タリングによって，EGCS の適切な稼働を保証することにな

るため，堅牢で装置メーカーごとの計測値が許容される範囲

内で計測が可能であること，船上計測に適した実用性と校正

方法等の情報がユーザーに明確に示されることが重要であ

る．環境・動力系では，これらの課題を解決するため，WG 10
において，コンビーナおよび船上での連続 pH モニタリング

に関する規格開発の PL を務め，我が国主導で ISO 23668 と

して規格化した． 
 

4．今後の対応 
IMO での環境保護及び安全対策への取組について，先ず船

体付着生物管理ガイドラインの懸念事項として，IWC に伴う

剥離物（生物，塗料由来の防汚剤，重金属，塗料片，マイク

ロプラスチック等）の水環境および船底塗料への影響が不明

な点がある．そこで，IWC 装置を用いた水環境及び船底防汚

塗料への影響について，IWC 装置メーカー，塗料メーカー等

の協力を得て，in-situ 塗膜厚計測手法，塗料由来の洗浄剥離

物等の分析手法を検討する．IMO におけるアンモニア燃料船

の安全ガイドラインの策定については，同議題の審議に向け

た貢献を継続していく．次に，ISO での規格開発への取組で

は，船底防汚塗料の性能評価試験法については，当該試験法

の妥当性及び供試生物の拡張を目的として，藻類（褐藻）を

用いた生物試験法に関する研究を既に実施している 5)．今後

は，その試験法を ISO 21716 の第 4 章として追加提案すべく

（PL は環境・動力系の予定），規格化を目指す．また EGCS
排水の PAHs 計測（PL は英国）および濁度計測（PL は環境・

動力系の予定）については，これらに関する調査研究を既に

実施しており，その計測手法の規格化を目指す．   
 

5．まとめ 
中長期計画第 1 期において，環境・動力系では，船舶から

排出される大気汚染物質に関わる環境対策技術に関する研

究や，船舶に起因する海洋汚染防止技術及び生態系影響評価

に関する研究に取り組んできた．今後は，環境・動力系での

中長期計画第 2 期の重点研究として，GHG 削減技術の⾼度

化および安全・環境対策に関する研究に取り組む．そのため

には，重点研究の小項目において，船舶運航における環境影

響評価技術の高度化について，船舶由来の化学物質が海洋環

境・大気環境に与える影響を評価する技術を高度化する．こ

れにより，IMO 及び ISO 等の国際基準への対応に取り組む． 
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PS-10 水素専焼ガスエンジンの技術開発 

 

環境・動力系 ＊市川 泰久、Bondarenko Oleksiy 

 

 

1．はじめに 

近年，地球温暖化対策の観点から，外航・内航海運におい

ても海上輸送から排出される温室効果ガス（GHG: greenhouse 

gas）の削減が強く求められており，水素やアンモニアなどの

カーボンフリー燃料の舶用利用が注目されている．そこで，

当研究所では船舶における水素利用を促進するため，水素利

用の安全性に関する評価や規格の検討，水素利用船導入のロ

ードマップの作成，水素利用コンセプトシップの提案などの

様々な視点から活動を進めてきた 1)． 

著者らは，水素に関するインフラやサプライチェーンが整

備途上の時期から利用可能な舶用動力システムを想定して，

天然ガス機関に対して，水素専焼，天然ガス専焼，両燃料混

焼の全てが可能なガスエンジンの開発を目指して研究を進

めている．ガス機関で天然ガスと水素を混焼・専焼する場合

には，水素は天然ガスと比較して燃焼速度が著しく速い等の

燃焼特性を有することから，燃焼制御技術の開発が不可欠と

なる． 

本報告では，これまでの水素混焼技術研究の成果を解説す

るとともに，当所において今後７年間に計画している重点研

究の一つ「重点研究 6 GHG削減技術の高度化および安全・環

境対策に関する研究」として実施する水素専焼技術研究の今

年度からの研究開発の展望を述べる． 

 
2．これまでの研究成果 

 当所では，表-1に示す発電出力 400 kW，回転速度 1800 min-

1，6気筒の副室火花点火式リーンバーンガスエンジンに対し

て，独自開発した水素供給システムをレトロフィットして水

素混焼実験を進めてきた．燃料ガスは天然ガスに性状が近い

都市ガス（13A）を用い，その供給方式は各気筒の給気配管に

設置されたガスインジェクタによるポート噴射方式となっ

ている．図-1は実験システムの概要を示す．水素供給は，水

素ポート噴射システムで噴射するとともに，既設天然ガスイ

ンジェクタのガス供給配管に水素を注入することができる．

なお，水素の激しい燃焼特性（燃焼速度が速い，着火エネル

ギーが低い，可燃範囲が広い）への対応として，水素混焼運

転では，下記の対策を実施している．1)水素の急速な燃焼を

抑制する技術として，希薄燃焼，排気再循環，水噴射技術の

適用．2)異常燃焼の対策として，燃焼状態の常時監視．3)バ

ックファイアの対策として，吸気ポート内の水素滞留を防止

する噴射タイミングの吸気行程内制御．4)水素リーク時の着

火・燃焼対策として，水素検知警報機の設置とクランクケー

ス内の燃料濃度計測・監視と換気システムの追加． 

 著者らはこれまでに，水素混焼運転において，メタンスリ

ップ低減効果，排気再循環効果 2)，給気水噴射効果 3)，クラ

ンクケース内ガス可燃性評価 4)，高混焼率運転時のエンジン

特性 5)，強化学習を用いたエンジン運転パラメータの最適制

御法などの研究を実施してきた．本報では研究成果の例とし

て，高混焼率運転時のエンジン特性について紹介する．これ

までの研究において，短時間ではあるが，エンジン負荷率

25％―93％において，水素混焼率（全供給熱量に対する水素

が占める割合）90％での運転を行った．負荷率 93％（発電出

力 370 kW, 軸端平均有効圧力 1.3 MPa）において水素混焼率

90％にて運転した場合の燃焼特性を図-2に，NOx排出率，発

電端効率を図-3にそれぞれ示す．運転条件は下記の通り設定

した．まず，空気過剰率は都市ガス専焼は NOx 排出率を 1.0 

kg/kWhになるように調整し，水素混焼時は可能な限り給気マ

ニホールド圧力を高めて希薄に設定した．点火時期は，都市

ガス専焼は-13.0°ATDC（上死点後クランク角度）に設定し，

水素混焼時は燃焼重心位置を都市ガス専焼時に近づくよう

に調整した．副室燃料供給は，都市ガス専焼は全燃料供給の

2.5％に設定し，水素混焼時は供給を停止した．なお本実験で

は，燃焼抑制技術の排気再循環や給気水噴射は適用していな

い．図-2から，筒内圧力は都市ガス専焼時に比べて水素 90％

混焼時は，希薄化にともなうシリンダ吸入ガス圧力の増加に

よって高めに推移している．しかし，水素 90％混焼時の最大
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筒内圧力は，都市ガス専焼時の 4％程度の増加であり軽微で

あった．同図の熱発生速度は，着火直後に相違があるものの，

主要な熱発生期間である 360―380°CA(クランク角度)にお

いて，ほぼ同等の熱発生パターンが実現できることがわか

る．図-3から，NOx排出率は都市ガス専焼時に比べて水素90％

混焼時は半減することがわかる．これは水素混焼時には希薄

条件で燃焼しているため，燃焼温度が低下してサーマル NOｘ

の生成が抑制されたためと考える．同図から，水素 90％混焼

時の発電端効率は，都市ガス専焼時に比べて+1.9%増加する

ことがわかる．これは，水素燃焼による燃焼効率の改善や，

燃焼温度の低下による冷却損失の低減などが寄与したと考

える． 

 
3．今後の展望 

本年度からの研究では，本エンジンの製造メーカととも

に，水素専焼を目指した研究開発を実施する計画である．ま

ず，水素専焼運転が実施できるように現有の水素供給設備を

改装し，水素専焼時の異常燃焼に関する技術課題を明確にす

る．次に，異常燃焼対策技術の効果検証を進める．図-4は，

開発済みの給気水噴射装置の噴射の様子を示す．本装置は，

水噴流に高圧空気噴流を衝突させることで，微粒化を促進し

ている． 

さらに，水素混焼エンジンの負荷変動時や運転環境の変化

に対応し，安全かつ異常燃焼を発生しないようにすることを

目指し，強化学習を用いたエンジン運転パラメータの最適制

御モデルの検討を進める計画をしている． 

 

4．まとめ 
水素専焼，天然ガス専焼，両燃料混焼の全てが可能なガス

エンジンの実現を目指した，これまでの研究成果の一部を紹

介した．既設の都市ガス用リーンバーンガスエンジンに対し

て水素供給システムをレトロフィットした実験から，幅広い

負荷率において水素熱量混焼率 90％の運転を行い，低 NOx
排出率と高効率を実証した．今後は，水素専焼を目指し，エ

ンジン製造メーカとともに，専焼時における安全管理技術や

燃焼技術の研究開発を推進する予定である． 
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